
民主党は、現行の農業及び漁業の経営安定対策を抜本的に見直し、農業、畜産・酪農、漁業を対象とした所得補償制度を創設します。しか
しながら、現下の肥飼料及び燃油の価格高騰が経営に深刻な影響を及ぼしていることにかんがみ、所得補償制度が構築されるまでの間、肥
飼料、燃油等生産資材価格高騰に対する緊急対策を実施します（所要額：3,650億円）。

民主党 肥料・飼料、燃油等価格高騰に対する緊急対策

◆肥料等について、急激な価格上昇に
伴う農家負担を軽減するため、肥料等
購入費の補てんを実施。

肥料等価格高騰対策

◆配合飼料について、現行の配合飼
料価格安定制度に加えて、飼料購入
費の補てんを実施。

配合飼料価格高騰対策

所要額：1,000億円

農業・漁業経営における
負担軽減・所得確保

緊急対策

農漁家経営の低迷要因
に対し十分かつ即効性
のある治療薬が必要

原油高も一時的な状況とは
いえず、対策について明確
なビジョンが必要

現在の原油高の状況は「平
常時の論理」を超えるもの
・漁業用A重油（H16.3 42,500円
/kℓ→H20.8 124,600円/kℓ）
・配合飼料価格（H18.10 42,600円
→H20.6 62,800円） 等

明確なビジョンの下での
抜本的対策

◆農業用燃油のＡ重油及び軽油につ
いて、現時点の燃油価格を平成17年９
月段階の水準まで引き下げるための
補てんを実施。

農業用燃油価格高騰対策

◆漁業用燃油のＡ重油及び軽油につ
いて、現時点の燃油価格を平成17年９
月段階の水準まで引き下げるための
補てんを実施。

漁業用燃油価格高騰対策

農業・畜産・漁業所得補償制度の導入

燃油や肥飼料等生産資材価格が上昇しようとも、交付金交付の算定の基礎である生産コストに価格上昇分
が反映されることから、経営に与える影響に対し機動的に対応することが可能。

農業・漁業経営安定の実現

所要額：1,200億円 H20.2.6 「飼料価格高騰に対する緊急対策」

所要額：1,000億円所要額：450億円
H20.6.18 「漁業用燃油の高騰に対する当
面の措置と今後の恒久措置について」

H20.7.8 「原油価格高騰に関する緊急経済
対策の方向性（中間報告）」

「農林漁業・農山漁村に向けて
～6次産業化ビジョン」


